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2021 年 3月 9 日 

 

PPrreessss  RReelleeaassee  
 

各              位                                                                           

 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 国 際 投 信 株 式 会 社 

東京都千代田区有楽町一丁目 12 番 1 号 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 404 号 

加入協会 一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会  

 

『三菱ＵＦＪ ＤＣ世界ＥＳＧバランスファンド 

〈愛称：ソーシャル・インパクト〉』の設定について 
 

この度、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社（取締役社長 松田
ま つ だ

 通
とおる

）は『三菱ＵＦＪ ＤＣ世界ＥＳＧ

バランスファンド〈愛称：ソーシャル・インパクト〉』を 2021 年 3 月 25 日（木）に設定、運用を開

始いたしますので、ファンドの特色等についてお知らせいたします。 

 

当ファンドは、「国内株式」25％、「世界株式（国内株式を含む。）」25％、「世界債券（国内債

券を含む。）」50％を基本投資割合とし、Environment（環境）、Social（社会）、Governance（ガ

バナンス）を投資の視点に組み込んで運用を行います。 

 

 
・『三菱ＵＦＪ ＤＣ世界ＥＳＧバランスファンド〈愛称：ソーシャル・インパクト〉』の有価証券届出書を 2021 年 3 月 9 日

（火）に関東財務局長に提出しておりますが、届出の効力は生じておりません。したがって、当該届出の効力が発生す

るまでに、当資料の記載内容が訂正される場合があります。 

・市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

 
 

■委託会社（ファンドの運用の指図等）  三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 

 ■受託会社（ファンドの財産の保管・管理等） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（再信託：日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 

■販売会社（購入・換金の取扱い等）  弊社コールセンターまでお問い合わせください。 

■販売会社（購入・換金の取扱い等）  （お問い合わせ先：0120-151034）受付時間／9:00～17:00（土・日・祝日・ 

■販売会社（購入・換金の取扱い等）  12 月 31 日～1 月 3 日を除く） 

■販売会社（購入・換金の取扱い等）  ※確定拠出年金制度を利用する場合の購入のお申込みに限ります。 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 



3 

 

 

 

 

 
 

 

 



4 

 

 



5 

 

 
 

 
 



6 

 

基準価額の変動要因：基準価額は、株式市場の相場変動による組入株式の価格変動や金利変動による組入公社債の価
格変動、為替相場の変動等により上下します。また、組入有価証券等の発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに
関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を
割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。主な変動要因は、価格変動リスク、為替変動リスク、信用リスク、
流動性リスク、カントリー・リスクです。上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。くわしくは、投資信
託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
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■当資料は、プレスリリースとして三菱ＵＦＪ国際投信が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。当資料は投資

勧誘を目的とするものではありません。■当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は信頼で

きると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。■投資信託は、預金等や保険契約

とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投

資者保護基金の補償の対象ではありません。■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。■委託会社は、

金融商品取引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5 条の規定により有価証券届出書を 2021 年 3 月 9 日に関東財務局長に提出しておりますが、届

出の効力は生じておりません。したがって、当該届出の効力が発生するまでに、当資料の記載内容が訂正される場合があります。 

 

以上 
 


